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約103万ha 約22.6万ha 約23,200ha 約3,180ha

※このほかにも、林業事業体へのあっせん、市町村と所有者の協定や独自補助等により森林
整備を実施。

 森林経営管理法（平成30年法律第35号）

森林経営管理制度の概要と取組状況について

【制度の活用状況】 （令和５年度末累計）

【制度の概要】

森林所有者自らが森林の経営管理を実行できない場合に、市町村が森林の経営
管理の委託を受け、林業経営者に再委託することや市町村が自ら管理すること
により、林業経営の効率化と森林の管理の適正化を促進。

 林業経営の効率化と森林の管理の適正化のため、市町村が所有者から森林の経営管理の委託を受け、林業経営者に再委

託する制度を５年間実施。一方で、林業経営体への権利設定は低位に推移し、成果は限定的。

 所有者不明森林等については、探索・公告など一定の手続を経ることで、市町村に経営管理権の設定を可能とする特例
を措置しており、これまでに、９市町10件で活用。

【特例の活用状況】 ９市町10件で特例を活用し、市町村に経営管理権を設定
（手続中を含む。）

・共有者不明森林 ： 北海道千歳市、群馬県甘楽町、鳥取県若桜町、長崎県波佐見町、
石川県白山市（公告中）

 ・所有者不明森林 ： 青森県三戸町、群馬県中之条町（公告中）、
愛知県設楽町（公告中）

・確知所有者不同意森林 ： 京都府綾部市

【所有者不明森林等に係る特例措置】

所有者不明森林等について、探索・公告等一定の手続を経ることで市町村に経営
管理権の設定を可能とする特例を措置。
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・知れている全員が
計画作成に同意

・森林所有者全員が不明
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所有者不明森林の特例

登記簿上の所有者の相続人（原則配偶者と子）までで可

確知所有者不同意森林の特例
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又は全員が不同意
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森林経営管理法の一部改正

＜森林の集積・集約化を進める新たな仕組みの創設＞

＜市町村の事務負担の軽減＞

① 市町村に対する共有林の経営管理権の設定（間伐、間伐材の販売、保育）に必要な共有者の同意要件を緩和 （全員→１／２超）

② 所有者不明森林等について、市町村への経営管理権設定に関する公告期間を短縮（６月→２月）

③ 市町村の長が「委託を受けて市町村事務を支援する法人（経営管理支援法人）」を指定できる仕組みを創設

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日施行期日

市町村等が
集約化構想を策定

・ 集約化を進める区域における
受け手となる構想適合事業者や
路網整備等の方針を決定

市町村が集積配分一括計画を策定
・ 受け手である構想適合事業者への迅速な

権利設定・移転
・ 所有権も対象

所有者への意向調査

①市町村が集積計画を策定
・ 出し手（所有者）から市町村へ

経営管理権の設定
・ 所有権は対象外

②市町村が配分計画を策定
・ 市町村から受け手へ経営管理実施権
の設定

所有者への意向調査

【現行の仕組み】 【新たな仕組みを追加】

市町村、都道府県、
林業経営体などの
関係者が森林の
将来像を話合い

市町村が権利取得に
向けた調整を実施

市町村が林業経営体を選定

（※あわせて、森林法について、林地開発許可制度の実効性強化等のため、所要の改正を実施）

① 市町村は、単独又は都道府県等と共同で、
川中・川下を含む地域の関係者で協議し、
受け手となる林業経営体や路網整備等の方針といった
森林の将来像を定める「集約化構想」を策定
（林業経営体は「集約化構想」策定の提案も可能）

② 所有権を含む森林の経営管理のための権利を、
出し手である森林所有者から、受け手である林業経営体
に迅速に設定又は移転できる仕組みを創設

森林経営管理法及び森林法の一部を改正する法律案（概要）

 本法案では、森林の集積・集約化を進める新たな仕組みを創設するとともに、経営管理権の設定要件の緩和など市町村

の事務負担の軽減に向けた所要の改正を行う。

 所有者（共有者）不明森林に関しては、共有林の経営管理権の設定における同意要件の緩和、所有者不明森林等の特例の

公告期間の短縮の措置を講じる。
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所有者情報の提供を受けた
林業経営体が、
森林所有者へ働き掛け
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